
厚生科学審議会疾病対策部会第 15回難病対策委員会

議 事 次 第

日時 :平成 23年 10月 19日
10:00～ 12:00
場所 :専用 22会 議室 (18階 )

1.開  会

辻  厚生労 働副 大 臣 挨 拶

2.議  事

(1)検 討事項
今後の難治性疾患対策について

・ これまでの委員会における議論を踏まえた論点について

・難治性疾患の定義について

(2)報 告事項
・関連制度の審議状況について

(3)そ の他

3.閉  会

<配布資 料 >

資料 1 これ までの委員会 にお ける議論 を踏 まえた論点 メモ
別紙 1 現行の難治性疾患研究概念図
別紙 2 特定疾患治療研究事業の対象疾患経緯一覧
別紙 3 特定疾患治療研究事業疾患別受給者件数の推移
別紙 4 特定疾患治療研究事業の対象疾患への追加に関する患者団体等からの要望一覧
別紙 5 特定疾患治療研究事業実施要綱 (抜粋 )
別紙 6 特定疾患別身体障害者手帳の取得状況一覧
別紙 7 特定疾患治療研究事業の自己負担限度額表
別紙 8 特定疾患治療研究事業の予算額と都道府県への交付率の推移
別紙 9 都道府県別の臨床調査個人票のデータ入力率について
別紙 10 難病施策概要
別紙 11 小児慢性特定疾患治療研究事業の概要

資料 2 難治性疾患の定義 につ いて
資料 3 高額療養費の見直しについて (社会保障審議会医療保険部会資料抜粋 )
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厚生科学審議会疾病対策部会第15回難病対策委員会配置図

速記

本田(彰 )委員

本田 (麻 )委員

本問委員

平成23年 10月 19日 (水)1000～ 12:00
厚生労働省 専用第22会議室 (18階 )

葛原委員

小幡委員

伊藤委員

小

池

委

員

金

澤

委

員

長

佐

々
木
委
員

辻
保
険
課
長

水
臓
器
移
植
対
策
室
長
補
佐

臓
器
移
植
対
策
室
長

山
健
康

局
長

副
大
臣

本
疾
病
対
策
課
長

木
疾
病
対
策
課
長
補
佐

原
疾
病
対
策
課
長
補
佐

□ □ □

□ □

□ □

□ □

□  □  □|ロ  ロ  |□  □  □
山 西

事務局

受付

傍聴席



これまでの委員会における議論を
踏まえた論点メモ

平成23年 10月 19日

厚生労働省健康局

① 対象疾患の公平性の観点 (別紙1～4)
日難治性疾患の4要素 (①希少性②原因不明③治療方法未確立④生活面への長期の支障)
を満たす疾患であっても、特定疾患治療研究事業の対象疾患(現行56疾患)となっていない
ものがあり、希少性難治性疾患の間でも不公平感がある。
・ 難治性疾患克服研究事業の対象疾患も、臨床調査研究分野の130疾患及び研究奨励分野
の214疾患(H22年実績)に限定されており、診断基準が確立していないものも含め細分化す
ると5000～ 7000あると言われている希少性難治性疾患の一部にしか対応していない。また、
それら130疾患及び214疾患の中には、4要素を満たしていないものも含まれる。

・ 医療費補助対象疾患、研究対象疾患については、公平性の観点からも、ある一定の基準を
もとに、入れ替えることを考える必要があるのではないか。

② 特定疾患治療研究事業運用の公正性の観点 (房U紙5s EIJ紙 6)
・ 受給申請の審査が不十分 (患者自己負担軽減のため、医師が認定のために行う診断が甘く
なつている等)であることなどから、本来対象外の者も対象となつているとの指摘がある。
日本来事業対象外の治療 (認定された特定疾患に係る治療以外の医療)に対しても助成がな
されている事例がある。

・ 実施要綱上他法優先を定めているにも関わらず、患者負担が少ない特定疾患治療研究事
業が利用されているとの指摘がある。
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他llJ度との均衡の観点  (漏U紙7)
一般の医療保険制度に上乗せされる他の公費負担制度と比較して、特定疾患治療研究事
業をどう考えるか(例 :小児慢性特定疾患治療研究事業、自立支援医療 )
日入院時食事療養標準負担額等も補助の対象となつている。

llJ度安定性の観点  (漏U紙8)
近年、受給者増 (2-3万人/年 )・ 医療費増 (100億 円/年 )の状況であり、補助要綱上、予算の

範囲内で国が1/2補助することとなっているものの、現実的には大幅な都道府県の超過負
担が続いており、不安定な制度となつている。

臨 床 調 査 個 人 票 の 患 者 デ ー タ の 質 、 効 率 性 の 観 点  (層U紙9)
難病の診断が厳密に行われておらずデータの質が研究に資するものではないこと、都道府
県により、対象患者のデータ入力状況がまちまちであることから、統計データとしての精度に

問題がある。

・ 患者一人一人の詳細な臨床データを入力することへの都道府県の負担が大きい一方、これ
らデータは疫学情報としても精度の問題もあり、データ収集の方法としては効率的ではない。

・ 患者、診断医、行政 (都道府県)それぞれが、データ入力によるインセンティブを感じられる

制度になうていないとの指摘がある。

・ 特定疾患治療研究事業は、福祉的側面のみが強調されており、患者、診断医、行政 (都道

府県)ともに、本来の研究的意義への認識が薄くなつているとの指摘がある。
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⑥ 総合的施策の観点 (lU紙 10)
・ 難病対策が医療費助成、研究に偏重しており、難病に対する国民の理解・認知度を深めるた
めの普及啓発や雇用・就労の促進などの総合的な対策が進んでいない。

・ 各都道府県に設置されている難病相談・支援センターは、都道府県によつては、基盤が脆弱
であり、活動にも差がある。
・ 難病患者団体が力をつけて、患者間の支援、ネットワーク化あるいは研究など、自らもよリー

層難病対策に取り組むことが望ましい。
・ 難病研究、治療法開発等の国際連携が十分図られていない。
・ 難病患者へ自らの疾患に関する最新情報の提供、災害弱者たる難病患者への危機管理上
の特段の配慮等のサービスが必要ではないか。

⑦ その他  (層U紙 11)
・ 現行制度そのままの継続は困難であり、抜本的に難病対策の見直しを進めていく必要があ
るのではないか。
・ 医療保険制度、障害者施策等の他制度の改革と整合性を図りながら、難病対策のあり方に
ついて議論をする必要があるのではないか。

・ 特定疾患治療研究事業の研究的側面と福祉的側面の考え方を整理する必要があるのでは

'Lに

いか。
口いわゆる「難病」の定義について、整理する必要があるのではないか。
(希少性(概ね5万人未満)、 原因不明、治療方法未確立、生活面への長期の支障及び診断基準が一応確立している等)

・ 小児慢性特定疾患治療研究事業の対象疾患(例 :胆道閉鎖症など)であって特定疾患治療
研究事業の対象とならないものについては、20才以降、医療費助成を受けることができない、
いわゆるキャリーオーバーの問題がある。

-3-



別 紙

平成23年 10月 19日

厚生労働省健康局

現行の難治性疾患研究概念図 別紳



特定疾患治療研究事業の対象疾患経緯 酔  
別紙2
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特定疾患治療研究事業疾患別受給者件数の推移

合計約68万人
(平成21年度末時点)
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特定疾患治療研究事業の対象疾患への追加に関する患者団体等からの要望一覧

x注 1)平成23年 3月 末までに寄せられた要望をまとめたもの。注2)名称等によリロ人が特定される団体を除く。
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第4

特定疾患治療研究事業実施要綱 (抜粋 )
(昭和48年4月 17日衛発第242号

最終一部改正 :平成21年 10月 30日健発1030第3号 )

対象者

第3に掲げる対象疾患にり患した患者であって、医療機関(健康保険法に規定する指定訪間看餞事業者並び

に介護保険法に規定する指定居宅サービス事業者 (同法に規定する訪問看護を行うことが出来る者に限る。)及

び同法に規定する指定介護予防サービス業者(同法に規定する介饉予防訪間看護を行うことが出来る者に限る

。)を含む。以下同じ。)において当該疾患に関する医療書く方もしくは高齢者の医療の確保に関する法律の規定

による医療に関する給付を受けている者又は当該疾患に関する介護保険法の規定による訪間看護、訪間リハビ

リテーション、居宅療養管理指導、介護療養施設サービス、介護予防訪間看護、介護予防訪間リハビリテーション

若しくは介護予防居宅量管理指導を受けている者であつて、国民健康保険法の規定による被保険者及び健康保

険法、船員保険法、国家公務員共済組合法、地方公務員等共済組合法若しくは私立学校教職員共済法の規定

による被保険者又は被扶養者並びに高齢者の医療の確保に関する法律の規定による被保険者とする。

ただし、他の法令の規定により目又は地方公共団体の負担による医療に目する綸付が行われる者は除くもの

とする。

対象医療の範囲

治薇研究事業の対象となる医療は、菫症者であるか否に日わらず、別に定める手続きにより認定された対象

疾患及び当餞疾患に付随して発現する傷病に対する医燎に限られる。なお、スモンについては、主たる神経症状

(下肢の異常知覚、自律神経障害、頑固な腹都症状等)に加えて、これが誘因となることが明らかな疾病 (循環器

系及び泌尿器系の疾病のほか、骨折、白内障、震戦、高血圧、慢性頭痛、めまい、不眠、膝関節痛、腰痛、歯科

疾患等)を幅広く併発する状況にあることに留意すること。

第 6
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身体瞳害者手幅

特定疾患 有
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i性動脈周囲炎 161,

36'
173,

Fュルガー病 195,

:疱療
,1、 E`: 5531

ケローン病 119'

の肝炎のうち劇症肝炎

節リウマチ

■6,

488,

―ヾキンソン病関連疾患 3071

アミロイドーシス 269χ

ハンチントンJ

`モ
ヤ病 207,

特定疾患別身体障害者手帳の取得状況一覧

身体障害者手腑

持壼寝農 有

ウェゲナー| 150,

276'

多系統要縮症

:皮水疱症 215'

:範脊柱管狭窄症 387,

原発性胆汁性肝硬変 38,

重症急性膵炎

:骨頭壊死症 46硼

混合性結合組織嘉
し疫不全症候群 11 9,

1炎 252,

546'

プリオン病 227,

i血圧症 447,

発線維腫症(1,■ 型)

ユ性硬化性全脳炎 89■,

バン`ド・キアリ症候群

2症 405ス

ソゾーム病 3931

冨1腎自質ジストロフィー 708,

:患平均 211"

「臨床調査個人票に基づく特定揆憲治療研究医療受給者調査報告書 -200フ 年度医療受給者―」

厚生労働■科学研究費補助金性治性疾患克服研究事業 特定疾患の疲学に関する研究班
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特定疾患治療研究事業の自己負担限度額表

階 層 区 分
対象者別の一IF自己負担の月額限度額

入院 外来等
生tt中心者が急者
本人の場合

A 生計中心者の市町村民税が非課税の場合 0

B 生計中心者の前年の所得税が非課税の場合 4500 2.250

対象患者が生計
中心者であると
きは、左欄によ
り算出した額の
1/2に該当す
る額をもつて自
己負担限度額と

する。

C 生計中心者の前年の所得税課税年額が50∞円以下の場合 69011 3 450

D
生計中心者の前年の所得税課税年額が5,001円 以上15,000円 以下
の場合

8500 4.250

E
生計中心者の前年の所得税課税年額が15001円 以上400∞円以
下の場合

11,000 5,500

F
生計中心者の前年の所得税課税年額力1401101円 以上フ0000円以
下の場合

18 700 9,350

G 生計中心者の前年の所得税課税年額が70001円以上の場合 23,100 11 550

重症者認定 0 0

備考 :1 「市町村民税が非課税の場合」とは、当該年度 (7月 1日から翌年の 6月 30日 をいう。)において市町村民
税が課税されていない (地方税法第 323条 により免除されている場合を含む。)場合をいう。
2 10円 未満の端数が生じた場合は、切り捨てるものとする。
3 災害等により、前年度と当該年度との所得に著しい変動があつた場合には、その状況等を勘案して実情に即
した弾力性のある取扱いをして差し支えない。
4 同一生計内に2人以上の対象患者がいる場合の 2人日以降の者については、上記の表に定める額の 1/10
に該当する額をもって自己負担限度額とする。

5 上記の自己負担限度額は入院時の食事療養費を含む (標準負担額 :所得に応 じ1食あたり100円 ～260円 )。

一フー



(参考 )
/Jヽ 児 慢  「/L特 定 疾 患 治 療 研 究 事 業 に お |す る 自 己 負 担 限 度 額 表

階 層 区 分
自 己 負 担 限 度 額

入 院 外 来

生 活 保 護 法 の 被 イ果 護 世 F.・ 及 び 中 国 残 留 邦 人 等 σ)円 滑 な 帰
国 の 促 進 及 び 永 住 帰 国 後 の 自 立 びノ支 援 に 関 す る 法 律 |こ 上 0 0

る 支 援 給 付 受 給 世 帯

生 計 中 心 者 の 市 FT村 民 税 が 非 課 税 の 場 合 O 0

生 言十 rF心 者 の 前 年 οつ 所 得 税 が 非 課 税 ιつ 場 合 2,200 ■,■ 00

生 計 EP′い 尾壼。つ青i4「 。つ万斤で手澤蒐謬■■蒐■
「
客質が 5,00 0 FЧ じス下 )́現み

合 3,400 ■,700

生 計 EF′い 星妻″り育i自
「

σう万斤響手う毛記晨

"咆

¬F客買が 5,00■ F■ ジス上
■5,000F月 以 下 の 場 合 4′ 200 2,■ oo

生 計 rF′き 早壼
`つ
育i自
「
`つ
弓斤ネ詐■見割黒

"見

自
「
右頁が 15,001Fヨ 以 上

40,000F日 以 下 の 場 合 5,500 2,750

/L計 4コ ′こゝ 是争σ)青i有三 >́つ
「
な手移■詳Rお毛有三萄貢ヵ式40,001円 以 上

70,000H以 下 の 場 合
9,300 4,650

生 計 FF′心 早争οつ育i自Fじつ刀Fネ詐希蒐

“

凝廂鬼4「 客質力S70,001Fヨ 以 上 ″)場
合 ■■,500 5,750

重 症 者 認 定 0 0

(備考】
1「市●r●民曇がォ諄■の場合Jとは 当餞年壼(7月 1日から里年の6月 30日をいう.)におtヽてll●■腱■が■■議 ていない(●力薇議

"И
彙により,藤されている場合を會●.,場合をいう.

2この表0子薇,壺鰈税taJとは、薔,■螢(昭和40年螢●
"33■

)、 日税●
",■
油(田和32年患●●26■ ,■

`贅'■
■をに対するコ種の減蠅 彙崚●予年に口するま●(昭和22年羞偉第175■)の■■に

ょってrl●された所●■の

“

をいう.ただし、所得税織 II,す 0場合には次の規定は■日しないものとする.
(1,I●■ま
「

お彙,1■ ■2■,1■ ,20〈地方轟議,314彙の

“

1■,2■に,定する●叶全に口る。)."3■ (量方税法菫0,4■●7●1■■2■に燿定する●喘全に瞑る。)、 第9泰
"1項、■

“

礫,1■、32■■

“

3■
(2)●●特月薔こま■41彙■1■ ●2■■び●3■ 年41彙の2"41,の 3の2,‐■び●5■、■41■の19のな 1■ 年41彙の19の 3■ 1■■●■頸 ■41■の19041■2び■2■菫

`に
,4=の 10のS11■

(3)

て,情に●した■力性のある0最いをして●し支えない.
)i菫については、上E●■|■ためる日o1/1oこ摯当する■‐ って自己負担隕曖顧とする.

にヽついては これが
"輌
するまで0"口は 口 年々,0籠●●又は前年産の市町II民税によることとする.

"■
にtじ 1食あたり1∞円～2∞n'.
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① 自己負担については、1割の定率負担。
② 定率負担が過大なものとならないよう、所得に応じて1月当たりの負担限度額を設定。
③ 費用が高額な治療を長期にわたり継続しなければならない(量産かつ継織)者、青威医療の中口所得層
については、更に軽減措置を実施。
④ 食費は自己負担(生活保護受給者及び生活保護受給者と同等の所得の者を除く)

(参考)

負担額

サービス量

医療保険制度
対象外 |一定所得以上

利用者負担の区分
(世帯単位)

①一定所得以上

市町村民税23万5千円以上

②中間所得2
市町村民税3万3千円以上23万5千円
未満
③中間所得1
市町村民税課税以上3万 3千円未満

④中間所得
市町村民税課税以上23万5千円未満

⑤低所得2
市町村民税非課税 (⑥を除く)
⑥低所得1

市町村民税非課税 (利用者本人の
年収が80万円以Tl

⑦生活保霞
生活保護世帯

「重度かつ継腋」の範囲
O疾病、症状等から対象となる者
[更 生・育成]腎 臓機能・小腸機能・免疫機能・心臓機能障害(心臓移植後の抗免疲療法に限る)・ 肝臓の機能障害(肝臓移植

後の抗免疲療法に限る)の 者
[精 神通院]① 統合失調症、躁うつ病・うつ病、てんかん、認知症等の脳機能障害.薬 物関連障害(依存症等)の者

②精神医療に一定以上の経験を有する医師が判断した者
0疾病等に関わらず、高額な費用負担が継続することから対象となる者
[更生 育成 精神通院] 医療保険の多数該当の者 ‐9=



高額療養費の自己負担限度額 (現行) (参考 )
[70歳未満] 〈 )は多数該当 (過去12カ月に3回以上高額療養費の支綸を受け4回目に骸当)の場合

※1 「標準報酬月額」 i4月から6月 の給料・起動手当・家族手当等の報酬の平均月額をあらかじめ決められた等級男1の報酬月額に当てはめるも
の。決定した標準報酬月額は、その年の9月から翌年8月 まで使用する。

※2 「旧ただし書き所得J :収入総額から必要経費、給与所得控除、公的年金等控除等を差し引いたものである総所得金額から、基礎控除(30万 円)をさ
らに差し1に たヽもの

3〔量 ::;;:|」 :3111:i:1:1:‖::lf:::1121:1:尚斤|:翻 1:儡醤l:::lii;そ ];;i::11::全 ::!:ζi主合::::習習雷雫)口象く。
-10-

国庫補助 
―
都道府県への交付率 %
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自己負担限度額 (1月 当たり)

150,000円 +(医療費-500000)Xl%
く多数骸当 83.4∞円〉

[被用者保険]標準報酬月額 (※ 1)53万 円以上
[国保]世帯の年間所得(旧ただし書き所得 (※ 2))が 600万円以上

80.100円 +(医療費-267,000円 )X196
(多数骸当 44 41Xl円 )

上位所得者、低所得者以外

[彼用者保関  被保険者が市町村民税非裸税
[目保]世帯主及び世帯の被保険者全員が市町村民税非課税等

自己負担限度額 (1月 当たり)外来 (個人ごと)

[後期・口保]課税所得:45万円以上 (※ 3)

臓 用者保劇 標準報酬月額28万円以上 (※ 3)

80100円 +(医療費-267000円 )X196
く多数跛当

“

.4∞円〉

現役並み所得者、低所得者 I・ ■に骸当しない者

[後期]世 帯員全員が市町村民税非課税
〔国保]世 帯主及び世帯の被保険者全員が市町村民税非課税
[被用者保険]被 保険者が市町村民税非課税 等

8000円
[後期]世 帝員全員の所得が一定以下
[日保]世 帯主及び世帯の被保険者全員の所得が一定以下 (※ 4)
[被用者保険]被 保険者及び被扶養者の所得が一定以下 (※ 4)

等

特定疾患治療研究事業の予算額と都道府県への交付率の推移

事業費



100%以上1      28
90%～ 100%     5
80～ 900/0        6
70%台      1
20～30%        3
10%台      1
5%以下      3

都道府県別の臨床調査個人票のデータ入力率について

(算出法)

厚労省への送信済み件数
平成21年度末の受給者証所持者数
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難病施策概要

<介護・福社サービス>
・居宅支援生活事業(市町村事業)
ホームヘルプサービス事業  :実施事 403%
短期入所事業(ショートステイ):実施串 27396
日常生活用具f.・付事業i   実施率 51496

<相談・支援>
難病相談支援センター(47都道府県)
相談 支援
ほ者会への支援

<就労・雇用支援>
・難病患者就労支援事業

・難治性疾患患者雇用開発助成金(ハロー
ワーク)

「 … …
… … … … … … … … … … … … …

<入所施設>
・重症難病患者入院施設確保事業
雌病医療拠点冑院(46都道府県)

<所得保障等>
<国際協力>
<民間サービス>
<居住生活環境支援>
<学校教育>

!<書発普及>
・難病情報センター
・シンポジウムの後援

希少性・難治性疾患患者

56疾患 :68万人
入所 :入院 :6万人(84%)
在宅療養 :17万人(24996)
60歳未満:45 7%
70歳未満:68 2%
根拠 :難病対策要綱

(予算事業)

<研究・医療>
・特定療患治療研究事業

医療費助成(56疾患)

・難治性疾患克服研究事業
臨床調査研究100疾患
研究霙励分野214疾患

・ライフイノベーション
・難病情報センター

難治性疾患克服研究事業対象疾患(臨床調査研究事業130疾患(56疾患を除く):680万人)
特定疾患治療研究事業(56疾患 :医療受給者柾 68万人)→身体障害者手帳取得率:21%

-13-



障害者自立支援法の給付・事業 (参考 )

(参考 )

※自立支援医療のうち
育成医療と、精神通院医
療の実施主体は都道府
県等

-14-

障害者雇用促進法の概要

障害者・ 児

・自立ヨ1練 (機能訓練・生活訓練)
・就労移行支援
・就労継統支援
・共同生活援助    第28条第2項

・相談支援
・移動支援

・コミュニケーション支援、日常生活用具
・地域活動支援センター

・広域支援    ・人材育成   等

【目的】障害者の雇用義務等に基づく雇用の促進等のための措置、職業リハビリテーションの措置等を通じて、障害

者の職業の安定を図ること。

事業主に対する措置

雇

用
義

務

制

度

事業主 |こ対 ι.″害者雇用率
=こ
相当 妬 ス数の身体障害者・力″鷹事者の雇用 を義務 づンァる

民間企業                   1 8%
同 地方公共団体、特殊法人等         2 1%
都道府県等の教育委員会            2 0%
※1 大企来,において、障在

`を
多数層用する等一定の要件を満たす会社 (特例子会社)を設立した■今等 雇用事算定の特例も認めている

Y2 精神障害者 (手候所綺者)については 雇用義務の対象ではないが 各企業の雇用幸 (実だ川I率 )に■定することができる.

納

付
金

制

度

納
付
金
　
調
整
金

障害者 の雇用 F=伴舞 環
=の
経済的負担の調整 多 %

0 障害者雇用納付金 (雇用率未達成事業主)  不足 1人 月額 5万円徴収   (適用対象 :常用労働者200人超)
0 障害者雇用調整金 (層用率達成事業主)   超過 1人 月額 2万 7千円支給 (適用対象 :●用労働者200人超 )
Xl 平成27年 4月 より100人 を超える事業主に工大.
×2 この他 200人以 ド (平成27年 4月 より100人以下)の事業主については報奨金制度あり.
(障害者を4%又は 6人のいずれが多い人数を超えて曜用する場合 超過 1人月額 2万 1千 円文給)

上記のほか、在宅就業障害者に仕事を発注する事業主に対する特例調整全 特例報奨金の制度がある。(在宅就彙障害者支援詢度)

各
種

助
成
金

撃害議 雇
`以
れ貌 _めの施設の設置、

障害者作業施設設置等助成金
障害者介助等助成金        等

介助者の配置等Fこ助威金を支給

人に対する

地域 の ″ 糖 滑 動 織 ″瘍

"輩
害者の職業生活

=こ
お′チる旨立 と支援 く福祉施策との有機的な連携を図 グつつ推進 >

0ハ ローワーク(全国545か所)
障害者の態様に応した餃実紹介 職業指導 求人間拓博
0地 域障害者職葉センター(全国47か所)
専F5的 な職業ソハビツテーションサービスの実施 (構来評価 準lF訓練、ジョブコーチ等)
0障 害者就葉 生活支援センター(全国010か所)
就業 ■活両証 わたる相談 支援         _15-

職
業
リ
ハ
ビ
リ
テ

ー
シ
ヨ
ン
の
実
施



小児慢性特定疾患治療研究事業の概要

04ヽ児慢性疾患のうち、小児がんなど特定の疾患については、その治療が長期間にわたり、医療費の負担
も高額となることからその治療の確立と普及を図り、併せて患者家庭の医療費の負担軽減にも資するため、
医療費の自己負担分を補助する制度。

０

　

０

０

０

〇
　

一

事業の概要

対象年齢

補助根拠
実施主体

補助率
自己負担

18歳未満の児童 (ただし、 18歳到達時点において本事業の対象になっており、かつ、
18歳到達後も引き続き治療が必要と認められる場合には、20歳未満の者を含む。)
児童福祉法第 2¬ 条の 5、 第 53条の 2
都道府県・指定都市・中核市
1/2(負 担割合 :国 1/2、 都道府県・指定都市・中核市 1/2)
保護者の所得に応じて、治療に要した費用について一部自己負担がある。ただし、重症
患者に認定された場合は自己負担はなし。

1肛III憂正三菫亜I沿 革 対象疾患

① 悪性新生物
② 慢性腎疾患
③ 慢性呼吸器疾患
④ 慢性心疾患
⑤ 内分泌疾患
⑥ 膠原病
⑦ 糖尿病
③ 先天性代謝異常
⑨血友病等血液・
⑩ 神経・筋疾患
① 慢性消化器疾患

11疾患群(514疾患)
※H22年度給付人数
108,790人

※H22年度総事業費

Ｏ

０

　

０

　

０

平成 2年度

平成 17年度

昭和43年度から計上
昭和49年度 整理統合し4疾患を新たに加え、9疾患群

からなる現行制度を創設。
新たに神経・筋疾患を加え、 10疾患群と
する。
児童福祉法に基づく法律補助事業として実
施するとともに、慢性消化器疾患群を追加
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251億円

すべて
入院・通院
ともに対象



難治性疾患の定義について

I 難病対策要綱 (昭和 47年 10月 )<抜 粋 >

いわゆる難病においては、従来これを統一的な施策の対策としてとりあげていなかつた

が、難病患者のおかれている状況にかんがみ、総合的な難病対策を実施するものとする。

難病対策として取り上げるべき疾病の範囲についてはいろいろな考え方があるが、次のよ

うに整理する。

(1)原因不明、治療法未確立であり、かつ、後遺症を残すおそれが少なくない疾病 (例 :

ペーチェット病、重症筋無力症、全身性エリテマ トーデス)

(2)経過が慢性にわたり、単に経済的な問題のみならず介護等に著 しく人手を要する
ために家庭の負担が重く、また精神的にも負担の大きい疾患 (例 :小児がん、小

児慢性腎炎、ネフローゼ、小児ぜんそく、進行性筋ジス トロフィー、腎不全 (人

工透析対象者 )、 小児異常行動、重症心身障害児 )

～ 略 ～
なお、ねたきり老人、がんなど、すでに個別の対策の体系が存するものについては、こ

の対策から、除外する。

Ⅱ 公衆衛生審議会成人病難病対策部会難病対策専門委員会最終報告
(平成 7年 12月 27日 )<抜粋>

2 今後の特定疾患対策の基本的方向
(1) 特定疾患対策の重点的かつ効果的な施策の充実と推進を図るため、①希少性、②原
因不明、③効果的な治療方法未確立、④生活面への長期にわたる支障 (長期療養を

必要とする)、 という4要素に基づき対象疾患として取り上げる範囲を明確にする
ことが必要である。



Ⅲ 特定疾患対策懇談会・特定疾患治療研究事業に関する対象疾患検討部会
報告 (平成 9年 3月 19日 )<抜粋>

調査研究事業対策疾患の選定基準

① 希少性

患者数が有病率から見て概ね5万人未満の疾患とする。

② 原因不明

原因又は発症機序 (メ カニズム)が未解明の疾患とする。

③ 効果的な治療方法未確立

完治に至らないまでも進行を阻止し、又は発症を予防し得る手法が確立されていなし

疾患とする。

④ 生活面への長期にわたる支障 (長期療養を必要とする)

日常生活に支障があり、いずれは予後不良となる疾患或いは生涯にわたり療養を必

とする疾患とする。

⑤ その他

がん、脳卒中、心臓病、進行性筋ジス トロフィー、重症心身障害、精神疾患などのよ

うに別に組織的な研究が行われているものについては、効率的な研究投資の観点から

来のとおり本調査研究事業から除くべきである。

Ⅳ 厚生科学審議会疾病対策部会難病対策委員会・今後の難病対策の在り方に
ついて中間報告 (平成 14年 8月 23日 )<抜粋>

4.今後の特定疾患の定義と治療研究事業対策疾患の選定の考え方
(1)特定疾患の定義について
現在、特定疾患については、①症例が比較的少ないために全国的な規模で研究が行わ

なければ対策が進まない、②原因不明、③効果的な治療法未確立、④生活面への長期に

わたる支障 (長期療養を必要とする)の 4要素を満たす疾患の中から、原因究明の困難

性、難治度、重症度及び患者数等を踏まえて決定されており～ (中略)～

平成 14年 7月 現在、特定疾患としては、厚生労働科学研究の一分野である対策研究
事業において 118の 対象疾患が選定され、約 60研究班において病態の解明や治療法
の開発に関する研究が行われている。さらに、これらの特定疾患の中で、診断基準が一

応確立している疾患の中から原因究明の困難性、難治度、重症度及び患者数等を総合的

に勘案し、特定疾患対策懇談会の意見を踏まえて、45疾患が順次選定され、研究とと
もに患者の医療費の負担軽減を行つている。

なお、がん、1画卒中、虚血性心疾患、進行性筋ジス トロフィー、重症心身障害、精神

心疾患などのように既に組織的な研究が行われているものについては、研究への効率的

な投資の観点から本事業の対象から除外されている。
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高額療養費の見直しについて
(社会保障審議会医療保険部会資料抜粋 )

平成23年 10月 19日

厚生労働省保険局

社会保障・税一体改革成案 (抄)(高額療養費関係 )
(平成23年 6月 30日 政府・与党社会保障改革検討本部決定、7月 1日閣議報告)

I 社会保障改革の全体像

1 社会保障改革の基本的考え方 ～「中規模・高機能な社会保障Jの実現を目指して
(略 )

以上のような改革の基本的考え方にたち、必要な社会保障の機能強化を確実に実施し、同時に社会保
障全体の持続可能性の確保を図るため、以下の諸点に留意しつつ、制度全般にわたる改革を行う。
①  (略 )
② 必要な機能の充実と徹底した綸付の重点化・制度運営の効率1ヒを同時に行い、真に必要な綸付を確
実に確保しつつ負担の最適化を図り、国民の信頼に応え得る高機能で中長期的に持犠可能な制度を実
現する。
③～⑤  (略 )

2 改革の優先■位と個別分野における具体的改革の方向
(2)個別分野における具体的改革
く個別分野における主な改革項目 (充実/重点化・効率化)>
I 医療・介醸等
0保険者機能の強化を通じて、医療・介護保険制度のセーフティネット機能の強化・給付の重点化など
を図る。

c)高度・長期医療への対応 (セーフティネット機能の強化)と給付の重点化
・ 高額療養費の見直しによる負担軽減と、その規模に応じた受診時定額負担等の併せた検討 (病院・勝
薇所の役割分担を踏まえた外来受診の適正化も検討)。 ただし、受診時定額負担については低所得者
に配慮。



高額療養費の見直しに関する基本的な考え方

≪医療保険を取り巻く状況》

0経 済状況が悪化する中、医療費・提出金の負担の増加により、
医寝保険者の財政状況は非常に厳しい。

0医 療の高度化や急速な高齢化、医療提供体制の機能強化等により、
医療費は今後もGDPの伸びを大きく上回つて増大する見込み。

慢性骨髄性自血病の治療(グリベック錠を服用する場合)
(年間)約4∞～動 万円

→ フ0歳未満の一般所得者の場合、高額療養費により、現

行は年間約64万円の自己負担

市町村口保の平均保険料 (税 X年間、介護分含む)
約80万円(H17年度)→約91万円(21年度。1396増 )

徹 編慇渓鷲瞥■3職。

≪受診時定額負担》

0今後、保険料・公費・自己負担の規模が増大す
る中で、セーフティネット機能を強化(高韻な医療

費にかかる自己負担を軽減)するため、相対的に
医寝費の負担が小さい場合の負担のあり方を見

直立など、盤出壼二点上 (改正により、患者負担
の規模を変えるものではない)。

(参考)外来 (入院外)の受診回数(H22年3月 平均)

後期高齢者医療   約37回 (患者当たり)
国民健康保険    約27回 (愚者当たり)
協会けんは、健保組合 約21回 (患者当たり)

≪セーフ鷲 ネット機能》

0高額療姜費
“

慶により、所得に応じた自己■担2上
国盆菫
=し
ており、            。高額

療養費は、                。

O他方、高額療姜費については、
・ ■□L釜艶晨基⊇亜■囲囲貝により、E菫ロロ蟻匙國巨墜

…
―●所棒者の所得区分の年収の幅が大きいため、
農寝世幕ではない中低所得層の負担が重く、また折年

この目の人数が増加

という課題があり、機能強化が必要。

医療保険財政の状況について

平成19年度 20年度 21年度 22年度 備考

日 E■

“

亡 星 晨

収入 127,フ 97 124589 125,993 21年度から、東京都の特男1区財政
調整交付金のうち.決算補壇等日
的分とそれ以外を分類可能となり、
決算補■年目的分を含めた一般会
計繰入(決算補壇分)は3144t円 。
これを加味した収支差は▲3.240億

円

支出 129鵬フ 124496 125.927

収支差 ▲ 1.290

一般会計繰入(決算補墳
分)を加味した収支差

▲ 3.620 ▲ 2.383 ▲ 2.628(※ )

協会けんぼ

(旧政管健保 )

収入 71,052 71.357 69,735 78,172

・22年底は決算見込み.
支出 72.442 73.647 7■628 75,602

収支差 ▲ 1,390 ▲ 2.290 ▲ 4893 2.540

準備金残高 3,690 1,539 ▲ 3.179 ▲ 639

組合健保

収入 62.003 63,658 61.718 62.864
22年度は決

'見
込みペース.

支出 61.403 66.847 66.952 67,008

収支差 600 ▲ 3,189 ▲ 5,234 ▲ 4,154

後期高齢者
医療

収入 98.517 111.691
・20年度の収支差から翌年度に精算
される当年度国庫支出金苺精算機
(1599億円)を差し弓にヽた収支差は
1408億 円。
・21年鷹の収支善に前年度国庫支出
金精算霞等(1599億 円)と当年度国
庫支出金精算饉等(1810億 円)の
差を加えた収支差は505億円.

支出 95.510 110,974

収支差
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てヽいる。この結果、
定率負担の引き上げ等に伴い、

医療費が50万円 フo歳未満 :月 35,4∞円(4月 日から24,00円 )

‐ 一般所得者の自己負担の上限 (現行)
フ0歳未満 :月 8Ql∞円+(医療貴■6,万円)Xl%(4月 日から44400円 )
70歳以上 :月 444∞円、外来12脚円

かかつた場合

現在でも、高額療景費によって、患者
負担は、定率負担よりも低い水準に抑
えられています。

(1)高額療養■の支給額は、10年間で2倍程度に増加
(平成20年度実績:1兆 7千億円)

鱚 圏]
(注)魚担亭0■■では

'ユ
情量による,0●～,4●

の0■■●m颯分は含んでいない。

(2)高額療養費の伸びは、自己負担割合の引上げや医療の高度化
等に伴い、国民医療費の伸びを大きく上回つている。

0国民医療費、高額嶼養費の指数変化(平成10年度をt00とした場合)
(億円 )

高額療養費
(平成lo年度を100とした場合)

(注 1)lo年産の支ta饉のコ少の理由は
(=2):0年産の大硼に支喘■●

“"は
、

[70歳未満]
高額療養費の自己負担限度額 (現行)

)は多数該当 (過去12カ 月に3回以上高額療養費の支給を受け4回 目に敏当)の場合

要 件 自己負担限度額 (1月 当たり)

上位所得者

[被用者保険]標 準報酬月額 (※ 1)53万円以上
[国保]世 帯の年間所得 (旧ただし書き所得 (※ 2))が 600万円

以上

150.000円 +(医療費-500,000)Xl%
〈多数該当 83,4ul円 〉

一般
上位所得者、低所得者以外 80,1∞円+(医朦費-267.OIXl円 )Xl%

〈多数該当 44.41Xl円 〉

低所得者
[被用者保険]被保険者が市町村民税非課税
[国保]世帯主及び世帯の被保険者全員が市町村民税非課税等

35.400円

〈多数該当 24,6∞円〉

[70歳以上]

要 件 外来 (個人ごと〕1   自己負担限度額 (1月 当たり)
現役並み

所得者

[後期 。国側 課税所得145万円以上 (※ 3)

[被用者保険]標準報酬月額28万円以上 (※ 3)
44,lDO円

80.1∞円+(医療費-267,000円)Xl%
〈多数餞当44.400円 〉

―般 現役並み所得者、低所得者 I・ ■に腋当しない者 12,000円 44.400FI

低
所
得
者

■

[後期]世帯員全員が市町村民税非課税
[口保]世帯主及び世帯の被保険者全員が市町村民税
非課税

臓 用者保険]被保険者が市町村民税非課税 等
8,lXXl円

24,600R

I

[後期]世帯員全員の所得が一定以下
[国保]世帯主及び世帯の被保険者全員の所得が一定
以下 (※ 4)

腋 用者保「Al 披保険者及び被扶養者の所得が一定以
下 (※ 4)等

15,m円

※1 「標準報酬月額J:4月 から6月の綸料 超勁手当・家族手当等の
はめるもの。決定した欄単報酬月額は、その年の9月から翌年8月 :

※2 「旧ただし書き所得J :収入総額から必要経費、給与所得控除、公鶴
万円)をさらに差し弓|いたもの

受:祀難圭8襲だ壺幣舗欝鰈謡粋轟鶉雲?勇腰

じ て
:で使′

弓ltヽたものである緯所得金額から、基礎控除(33

人の場合.383万円未満)を除く。世帯の場合、収入の合計額が520万円未満 (70撃
塁歳R房諄お彗吾全黎雲良籍盤翻 )民税に係る所得(退職所得を除く)がない場合 (
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平成 22年
7月 14日

9月  8日

10月 2フ 日

12月  2日

平成22年の医療保険部会の検討経過

・患者団体等から厚生労働省に対して提出された各種要望書を議論の場に提供、改善要望について議論

・難治性疾患対策の現状について説明
・年収300万円以下の者の自己負担限度額を見直した場合の試算を提示
※2600億円の給付増の財政影響 (保険料1700億円増、公費900億円増)

・上位所得者 (年収約800万円以上)の 自己負担限度額を見直した場合の試算を提示
※360億円の給付減の財政影響 (保険料300億円減、公費60億円減)

・外来診療における高額療養費の現物給付化 (24年度～)について了承

平成22年の医療保険部会における高額療養費制度の見直しの検討経過   ・

高額療養費の見直しについて

O 高額療養費の改善については、例えば、以下のような方法が考えられる。

① 非課税世帯ではない中低所得者の自己負担を軽減する方法として、例えば、現在の一
般所得者の区分を細分化して、自己負担限度額をきめ細かく設定してはどうか。

② 自己負担限度額が月単位のため、年間医療費が同じでも高額療養費が支給されない場
合や長期にわたつて負担が重い場合があるので、自己負担限度額に年間の上限額を設け

てはどうか。

O 現行制度は、財政力に応じて制度ごとの公費負担が異なり、75歳未満は職域・地域単
位で縦割りとなっている。

高額療養費の改善 (給付増)は、特に低所得者が多い市町村国保の保険料負担と公費負
担に大きな影響があり、個別制度ベースで財政中立とする必要がある。

平成22年の医療保険椰会における主な意見

<一般所得のうち所得が低い者の自己負担限度額の見直しについて>
・ 現在の保険財政の状況では、給付改善のため、保険料を引き上げるという状況にはない。
・ 厳しい財政状況を踏まえ、各保険者ベースで財政中立となる改正とすべき。どうしてもやるのであれば、保険者
の負担ではなく、全額国費でやるべき。

・ 国保では上位所得者が少ないのでt上位所得者の負担を引き上げても、必要な財源を賄うことはできない。

<疾病ごとに自己負担を軽減 (月 1万円負担)することについて>
. 慢性骨髄性自血病、消化管間質腫瘍、リウマチなど要望がある6疾病ぐらいは、高額長期疾病への追加を早急に
対応すべき。

・ 個別疾病の医療費負担をどう軽減するかは、疾病対策として議論すべき。医療保険制度では、個別疾病対策は極
力抑制的に考えるべき。

・ 個別の要望を全部聞くことができればいいが、そうでないときの線引きが非常に難しい。公平性をどうやって担
保するのか。所得に着目した線引きでの方向を検討してはどうか。



高額療養費の見直しのイメージ (案 )
一体改革成案の「2015年度ベースで公費1300億円Jの規模 (※)の見直しを想定したもの (一般所得者の区分の
細分化と年間上限額の設定)であり、低所得者の軽減の規模によって内容は変わる。
(※ )一体改革成案の工程表では、「受診時定額負担等 (高額療養費の見直しによる負担軽減の規模に応じて実
施。例えば、初診・再診時100円の場合、公費1300億円)ただし、低所得者に配慮Jと している。

[現制 ___
―

院 自 』 4左 多 刺
≪上位所得者≫                《上位所得者≫

章露 t魃1♂~… )詢… … …
興
… …
¨

(※ 1)83.Ooo円 ×12月

≪一般所得者》

当初 3ヶ月 :80 11Xl円
+(医療費-267.000)Xl%

4月 日～ :44400円

≪年収61Xl万円以上 (一般所得者)》

当初 3ヶ 月 :80000円    4月 日～ :44 01Xl円 年間上限 :50101111円 は ,

≪年収300万円～600万円 (一般所得者)》

当初 3ヶ月 :62 01Xl円 味4)4月 日～ :44000円   年間上限 :501000円 (※5)

≪年収31Xl万円以下 (一般所得者)》

当初 3ヶ 月 :44000円 は2)4月 日～ :350∞ 円(X3)年間上限 :378000円 (※6)

」
Ａ
ｎ
Ｈ
ｖ
Ｉ

〈※2)現行の4月 日以降と,コぎ同じ類 (※ 3)低所得者の当初0カ月と|■■同じ額
(※ 4)年収OOl万円以上と300万円以下の中間の額 (※5)44,000円×12月 ×95% (※ 6)35,000円 ×12月 X90%

《低所得者 (住民税非課税)》

当初 3ヶ月 :35 41Xl円  4月 目～

[現行]

≪現役並み所得者≫

当初 3ヶ月 :80100円  4月 日～ :

+(医療費-267,000)Xl%

【外来 :“ 41Xl円】

[見直しのイメージ案]

≪現役並み所得者 (年収600万円以下)》 ※70歳未満の一般所得者と平仄とつた

当初 3ヶ月 :62000円  4月 日～ :441X10円  年間上限 :501000円
【外来 :44000円】

:珈 )≪』7:'」 :ML書 日¬ 型堕凶幽ヨ 年欄 _日裏 25900¨

(※ 7)24,000円×12月 ×90%

≪―般所得者≫
444∞円(※8) 【外来12,000円】(※ 9)

(※ 8)2割負担では62,100円

(※ 9)2割負担では24,600円

≪一般所得者》 ※70歳未満の年収31Xl万円以下と平仄とつた
当初 3ヶ月 :44 1XXl円  4月 目～ :35 01Xl円  年間上限 :378000円
【外来 :12,000円 】 (※ 10

(X10)2割負担では24,000円

ム
Ｄ
γ

《低所得者 I

24610円

≪低所得者 :

15000円

(住民税非課税)》

【外来 :8000円】

(住民税非課税)》

【外来 :8000円】

《低所得者 I

24 000R

《低所得者 I

15000円

(住民税非課税)》

【外来 :75∞円】

(住民税非課税)≫

【外来 :7500円】

Ｌ
Ａ
＝
リ
ア

年間上限 :259000円 (※ 11,

(X‖ )24,0∞ 円X12月 X90%

年間上限 11621X10円 (※ 12)

(※ 12)15,∞ 0円 X12月 ×90%



年間上
O 高額療養費が月単位で算定されるために支給されない場合がある問題を解消するとともに、長期に高額な医療にか
かる患者の負担を軽減するために、多数該当の場合の自己負担限度額を基準として、年間での自己負担の上限額を設
ける。
O その場合、年間で実際に負担した額の合計額が上限額を超えた場合に事後に償還する仕組みとする。

【現行の自己負担限度額】
一般所得者の場合 (21,000円以上のレセプトのみが対象)

」』旦_:■■■F」目_■1旦 _9■■ 1哩員」′星目」13月 日

【年間上限額を設定】
一般所得者 (年収60万円以上)の場合 (21.000円以上のレセプトのみが対象)

毎月の自己負担額が7万円程度 (年間で84万円程度)の場合で
も、高額療養費が支給される(実質的に4月 日以降の軽減した自己

負担と同程度の負担となる)。

年間上限額を超える部分を事後に

支給された場合の実質的な負担水準

44.400円 1  2ヨ手目
(課題 )

現行制度でも4月 日以降に自己負担の上限を軽減している
(多数該当)が、医療の高度化等により、高額な薬剤の長期
の服用など、長期に高額な負担がかかる患者が生している。

毎月の自己負担額が7万円程度(年間で84万円程度)の場
合、当初3ヶ月で自己負担限度額 (80100円 )に満たないた
め、高額療養費が支給されない。

80.000円 (医療費1%分は廃止 )

1月 日 2月 日 3月 日 4月 ヴ 9月 日 10月 日 12月 日 1

年間上限を 44000円 X12カ 月 X9596=501万 円 で設定

2年目

2年目以降も、12カ月間継続して該当する場合には、1月 当たり
の実質的な負担が44000円 よりも軽減される。

高額療養費の見直しによる財政影響 (2015年度ベース)

○ 一体改革成案に盛り込まれた『2015年度ベースで公費1300億円」の規模の見直しを想定。
O 国保は低所得者が多く財政影響が大きいため、財政中立とするためには、受診時定額負担に加えて、公費の拡充も
必要。税制抜本改革と併せて国保の財政基盤の強化の中で、低所得者の高額療養費の財政支援を検討。
○ 給付率が変化した場合に経験的に得られている医療費の増減の効果 (いわゆる長瀬効果)を見込んでいる。この効
果を見込まない場合の影響額は、記載している影響額の半分程度となる。

《高額療養費の見直し》

給付費 保険料+公費
保険料 公費

・」
・ロ
総 約3600億円 約3600億円 約2500億円 約1200億円

協会けんぽ 約800億 円 約1100億円 約900億円 約200億円

健保組合 約400億円 約700億円 約700億円

共済組合 約100億円 約200億円 約200億円

市町村国保 約1500億円 約1200億円 約500億 円 約700億円

後期医療 約71111億円 約31111億円 約50億円 約300億円

(注 1)100億円以下の数字は10億円単位で、100億 円以上の数字は100億円単位で四捨五入しているため、合計の数字が一致
しない場合がある。

(注 2)前期財政調整及び後期高齢者支援金の影響により、制度別にみると、「給付費への影響Jと「保険料及び公費への
影響」は異なる。

(注 3)70歳未満は、世帯合算の要件 (自 己負担が 2万 1千円以上のレセプトを合算対象)を変えない場合の試算。
(注 4)低所得者の多い国保に対する財政支援は上記試算に含まれておらず、別途検討する。



受診時定額負担の仕組みについて (案 )

O 受診時定額負担は、定率負担に定額負担を加えた額を自己負担とする仕組みが考えられる (医療費が高額になる場
合、定額負担は高額療養費の対象となる)。

O 医療保険がカバーする範囲をせばめる「保険免責制Jとは異なる。医療保険がカバーする病気の範囲は変わらな
い 。

○ 現行制度は、高額療養費で定率負担に一定の歯止めをかけており、いわば「定率負担と併せて、患者の家計を考慮
して自己負担の水準が変わる仕組み」としている。このため、定率負担と併せて、患者の家計を考慮して、家計の負
担にならない程度の低額の負担であれば、これまでの自己負担の設定の考え方を変えるものではない。

q参葛健凛琲 昴魔島弄磋諧懇1螺電際駆譲ち昇葬
7割の給付を維持する」としている。

附 則
第2条 医療保険各法に規定する被保険者及び被扶養者の医療に係る給付の割合については、将来にわたり百分の七十を維持するものとする。

く一般 :3割負担>

自己負担額E1 1600円

く高齢者 :1割負担>

自己負担額at 6∞円

※ 例えば、100円 を自己負担として設定した場合(医療費500Cl円 の例)

受診時に低額の自己負担を設定した場合 医療費の一定額を保険給付外と

するもの (免責制)

受診時定額負担は、
医療保険がカバーす
る範囲をせばめる「免
責制」とは異なる。

患者の負担
一部負担金

受診時定額負担の財政影響 (粗い試算)

○ 一体改革成案に盛り込まれた「例えば、初診・再診時100円 の場合」の財政影響を試算。

○ 給付率が変化した場合に経験的に得られている医療費の増減の効果(いわゆる長瀬効果)を見込んでいる。この効果を
見込まない場合の影響額は、記載している影響額の半分程度となる。

Or低所得者への配慮」による財政影響は含んでいないので、軽減措置を講じることで財政影響の効果は小さくなる。
特に、低所得者が多い市町村国保では、保険料負担と公費負担の財●l改善の効果は小さくなる。

≪初診・再診でlK10円 を設定した場合》 (低所得者の軽減措置分は財政影響に入つていない)

給付費 保険料+公費 保険料 公費

総計 ▲約411Xl億円 ▲約41∞億円 ▲約2900億円 ▲約1300●円

協会けんぼ ▲約800億円 ▲約1 2tXl億円 ▲約1000億円 ▲約200億円

健保組合 ▲約700億円 ▲約101Xl億 円 ▲約1000億円

共済組合 ▲約200億円 ▲約300億円 ▲約300億 円

市町村国保 ▲約1300億 円 ▲約900億円 ▲約400億円 ▲約500億円

後期医療 ▲約1000億 円 ▲約600億円 ▲約80億円 ▲約500億円

(注 1)平成23年度予算ベース。受診回数については、将来の変化は無いものと仮定し、平成21年度実績を用いた。
(■ 2)100億円以下の数字は10億円単位で、1∞億円以上の数字は100億円単位で四捨五入している。
(注 3)前期財政調整及び後期高齢者支援金の影響により、制度男1にみると、「給付費への影響Jと「保険料及び公費への影響」は興な
る。
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受診時定額負担の低所得者への配慮について

O 仮に 100円程度の負担とした場合、低所得者の軽減措置をどのように考えるか。

O 現行の高額療養費制度では、低所得者の範囲として、全世代で共通の基準として「市町村民税非課税」
としている。

今回の制度でも、①国民への分かりやすき、②高額療養費や食費負担など自己負担の水準の仕組みにお
いて、現在の基準以外に別の区分を作る必要がなく、制度体系への影響が小さい、③実務上も現在の食事
療養標準負担額の減額認定証を活用できる等を考慮すると、「市町村民税非課税Jを低所得者の範囲とす
ることが考えられるが、どうか。

(参考)「市町村民税非課税Jの対彙者数 (H21年度平均値):約 1,700万人 (加入者全体の約15%)
国保 (約 1170万人)、 後期高齢 (約 500万人)、 協会けんぼ (約 12万人)、 健保組合 (約 2万人)の計

≪低所得者への軽減措置の財政影響の機機的な試算》

仮に、受診時定額負担を一律に 100円 と設定した場合、低所得者が負担する相当分の受診時定額負担は、
給付費ベースで 約800億円 (う ち保険料400億円、公費400億円) と見込まれる。

したがって、軽減措置による財政影響は、その措置の内容に応じて、この額の範囲となる。
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